№Ｓ１０

府立佐野支援学校
校長　髙田　清將

令和８年度　学校経営計画及び学校評価

１　めざす学校像
	泉南地域のインクルーシブ教育システム構築に寄与するとともに、在籍する児童生徒やその保護者、そして教職員が快活で笑顔あふれる、知的障がいのある子どもたちのための支援学校
１　児童生徒の人権・多様性を尊重し、心身ともに「安心」して学び、成長できる「安全」な学校
２　学年や学部をつなぐ体系的なキャリア教育を念頭に、一人ひとりの児童生徒の状況に応じた「授業」実践を通して共生社会で生き抜く力を育成し、「豊かな進路実現」をめざす学校
３　泉南地域の支援教育センター校としての「専門性」の向上と蓄積・継承を進め、教職員一人ひとりが生き生きとやりがいをもって教育に打ち込める学校



２　中期的目標
	「めざす学校」を実現するため、推進体制（推進役、推進組織、推進計画）を明確にして、PDCAサイクルを機能させ、学校経営計画の達成をめざす。そのために、以下の「中期目標」の達成をめざす。

１　児童生徒の人権尊重を大切に、安心して学び、成長できる安全な学校づくりを推進する。また、全教職員が高い危機管理意識をもち、不測の災害発生時にも被害を最小限に留め、事故発生を事前に防止できる体制整備をすすめる。万一の発生時には迅速に対応できる実行力のある組織を構築する。
【推進体制】担当教頭、健康教育部、安全部、保健主事、養護教諭を推進母体として、各学部・分掌での具体的な取組みを進める。
（１）・「人権尊重」を最優先に掲げ、全教職員が常に人権を意識し、学びを保障した教育活動を行う。
・児童生徒一人ひとりが自尊感情や自己肯定感を育むとともに、規範意識や人を思いやる心を養い、安全安心で、学びに向かう環境を構築する。
・児童生徒の小さな変化にも早期発見、早期対応できるよう、家庭や関係機関、専門家等と連携し組織的な支援体制の整備に努める。
（２）・自然災害や人為災害対応等の非常時に生命を守れるよう、「防災計画書」に則り実態に即した「初期対応マニュアル」の更新を行い、それらに沿った校内環境の整備と有効な防災訓練・防災教育を実施する。
・保護者・地域との連携を促進し、実行力のある防災対策を進める。
（３）・体調管理をはじめ児童生徒に関わる様子の変化に敏感であり、未然防止と生起時に迅速な対応が図れる「報告・連絡・相談」体制を周知する。
・個人情報の取扱やアレルギー対応については府のガイドラインに従いそれらの事故発生を未然に防止する。

２　学部や学年をつなぐ体系的なキャリア教育を基本とし、児童生徒一人ひとりの状況に応じた「授業」実践により生きる力を育成し、「豊かな進路」の実現を図る。
　【推進体制】担当教頭、担当首席を推進役に、学部、分掌、「支援教育センター室」等がそれぞれの役割を明確にして推進する。
（１）・「キャリア教育におけるつけたい力『人生を豊かに楽しく』５観点」を児童生徒の成長の指標として、教育活動全体を通じて児童生徒が自己肯定感を高め自己選択・自己決定できる力を養い「生きる力」や「なりたい自分像」の実現をめざす。
・「授業づくり(授業改善)」をキーワードに、期間を設定して他者の授業見学や意見交換に取り組み、授業の質の向上を図る。
・「自立活動」を重点に「課題整理・目標設定シート」の活用で、児童生徒の発達段階や障がいの状況、特性、教育的ニーズ等の実態把握に努めた、教職員のアセスメント力の向上に取り組む。
・児童生徒１人１台端末活用の機会を増やし、学習環境整備や教員研修を継続的に実施し、ICTを活用した取組みを推進する。
[bookmark: _Hlk219808269]（２）・福祉就労から企業就労まで幅広い進路選択肢を踏まえて、子どもたちが「豊かな進路実現」と「生涯にわたる学び」に必要な力を身につけるため、社会参加に必要な道徳教育、趣味やスポーツ等の余暇活動とともに地域社会での自立に向けた基礎的な知識や技能の習得を図る。
・農福連携に向けた取組みをはじめ、将来の働く意欲・態度につながる職業教育（実習を中心とする実践的な学び）を体系的に整備し、卒業後の地域社会での自立に向けた生徒のウェルビーイングの向上をめざす。
[bookmark: _Hlk219808340]・校区（貝塚市・岸和田市）の地域との連携を図りながら、本校所在地である泉佐野市の学校園や近隣の高等学校、行政機関と連携した教育活動を促進させる。

３　教職員の支援教育の専門性を高める。また、その専門性を「泉南地域支援教育センター」の機能として発揮し、泉南地域全体の支援教育力の向上を推進する。
　【推進体制】担当首席、「支援教育センター室」（担当首席）を司令塔に、自立活動・研究部、進路職業指導部等が役割を明確にして推進する。
（１）・泉南地域でのインクルーシブ教育システムの維持・向上をめざし、泉南支援学校、岸和田支援学校、すながわ高等支援学校と連携を図り泉南地域の支援教育力の向上と総合的な支援体制整備及び、それを担う人材育成を推進する。児童生徒の障がい特性をふまえたアセスメントと授業を実施する。
・自立活動指導におけるアセスメントと授業づくりをセットにした地域支援を行うとともに、地域の就労支援機関や企業とも連携を図り、職場開拓、卒業後の職場定着など、泉南地域一体の進路指導体制の構築をめざす。
（２）・支援教育における専門性の向上を図るため、各種研修を計画的に実施するとともに、児童生徒との肯定的な関わり、困り感への共感と具体的な解決策を提案する。支援教育の基本となる「自立活動」に重点を置き、具体的なアセスメント（指導方針の見立て）と具体的な支援方法の策定ができるよう、校内の人材育成を図る。
・経験の少ない教職員に対しては、特別支援教育コーディネーターやOJTを活用した校内の支援体制の充実を図り、授業力・指導力の向上を推し進める。

４　労働安全衛生管理体制の充実を図る。
　【推進体制】教頭、首席、ゆめ会議（学校経営会議）、首席会、安全衛生委員会を推進母体として、具体的な取組みを進める。
（１）・大阪府立学校の教育職員に関する業務管理・健康確保措置実施計画に基づき、働き方改革を推進する。



【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】
	学校教育自己診断の結果と分析［令和　　　年　　月実施分］
	学校運営協議会からの意見

	
	






３　本年度の取組内容及び自己評価
	中期的
目標
	今年度の重点目標
	具体的な取組計画・内容
	評価指標[R７年度値]
	自己評価

	一、人権を尊重し、安心で安全な学校
	（１）
全教職員が常に人権を意識し、学びを保障した教育活動を行う。安心安全で、学びに向かう環境を構築する。家庭や関係機関、専門家等と連携し組織的な支援体制の整備に努める。

（２）
「防災計画書」に則り、実態に即した「初期対応マニュアル」の更新を行い、防災訓練・防災教育を実施する。保護者・地域との連携を促進し、実行力のある防災対策を進める。




（３）
児童生徒に関わる様子の変化に敏感であり、未然防止と生起時に迅速な対応を図る。個人情報の取扱やｱﾚﾙｷﾞｰ対応については事故発生を未然に防止する。
	（１）
ア　教職員対象の人権研修会の開催。子どもたちの人権を大切に関わるﾎﾟｲﾝﾄの共有を図り、思いやりのある組織づくり進める。




イ　保護者に対して、PTA新聞「ひかり」の中で安全安心な取組みの紹介を行う。



（２）
ウ　火災避難訓練、地震避難訓練を実施する。いずれかの避難訓練で、実際の災害を想定して、抜き打ちの避難訓練を実施する。


エ　Jｱﾗｰﾄによる避難訓練、原子力災害対応の避難訓練では、児童生徒及び教職員が実際に動くかたちで実施する。

オ　居住地で被災した場合の児童生徒の安否確認方法を検討する。



（３）
カ　授業中の児童生徒の健康観察や校内でのけがの発生個所の共有を図り、事故の未然防止に役立てる。事故発生時の連絡体制を共有し、迅速な対応を図るよう徹底する。




キ　教職員の危機管理意識を高める（指導事案、発作、ｱﾚﾙｷﾞｰ対応、衛生管理等）研修を実施し、指導の徹底を図る。
	（１）
ア　人権研修会を１回開催する。人権に関する内容をﾎｰﾑﾙｰﾑの時間に伝え、人権学習を学期に１回実施する。［研修会１回、人権学習を学期に１回］

イ　保護者ｱﾝｹｰﾄ「学校は子どもの人権に配慮した教育活動を行っている」90%以上。［88%］

（２）
ウ　日時を伝えず、事前周知なしで避難訓練を実施する。訓練後の反省を防災計画に反映させる。

エ　児童生徒参加でのJｱﾗｰﾄ訓練、原子力災害対応訓練を実施する。

オ　児童生徒の避難場所（居住地の小学校）ごとに整理した一覧表を、活用場面を想定して整備する。

（３）
カ　校内での教育活動中に生じたけがによる保健室来室者の減少。
　　R７　小学部145
中学部466
高等部322
※R８.２月末時点

キ　教職員を対象に外部講師を招いたｱﾚﾙｷﾞｰ対応研修会を１回開催する。
　　保護者ｱﾝｹｰﾄ「学校は子どもの健康や安全について十分配慮・対応している」90%以上の維持。［95%］
	（１）
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	二、キャリア教育を基に授業改善をすすめ「豊かな進路実現」ができる学校
	（１）
児童生徒が自己選択・自己決定できる力を養い「生きる力」や「なりたい自分像」の実現をめざす。授業見学や意見交換に取り組み、授業の質の向上を図る。教職員のアセスメント力の向上に取り組む。ICTを活用した取組みを推進する。














（２）
地域社会での自立に向けた基礎的な知識や技能の習得を図る。農福連携に向けた取組みをはじめ、卒業後の地域社会での自立に向けた生徒のｳｪﾙﾋﾞｰｲﾝｸﾞの向上をめざす。本校所在地である泉佐野市の学校園や行政機関と連携した教育活動を促進させる。
	（１）
ア　「ｷｬﾘｱ教育においてつけたい力『人生を豊かに楽しく』５観点」を指標として、ｷｬﾘｱ教育で学部間の系統性や連携を高める。




イ　小学部と高等部、中学部と高等部が職業教育を通して交流を図り、小学部児童、中学部生徒の「働く」ｲﾒｰｼﾞを育む。



ウ　授業改善のﾋﾝﾄを得るため、他の教員の授業見学ができるように見学方法を工夫する。



エ　自立活動の「課題整理・目標設定シート」の活用を充実させるため、教員研修を実施する。

オ　１人１台端末の活用事例やICT教育機器の活用事例を増やし、教員が活用できるよう工夫する。



（２）
カ　卒業生の事例から、児童生徒に必要な支援のﾋﾝﾄを得ることができる内容を、進路専任が小・中学部教員対象に進路学習会を開催する。

キ　進路懇談会等の機会にﾆｰｽﾞを的確に把握するように努めることで進路ﾆｰｽﾞ100%をめざす。進路にかかわる学習を充実させるために外部講師を活用するなど学びの充実を図る。





ク　農福連携に向けた取組みを推進する。













ケ　泉佐野市と連携した教育活動を推進する。
	（１）
ア　教員ｱﾝｹｰﾄ「学校（教員）は各学部の切れめないｷｬﾘｱ教育を実践し、将来に向けた適切な進路指導や支援を行っている」90%以上。［91%］

イ　小学部高学年の児童が高等部の園芸で交流をする。中学部生徒が高等部の職業の見学や体験をする。

ウ　見学週間（２週間）に加えて、見学日（各学部年１回）を設定する。
［見学日各学部１回］

エ　各学部でそれぞれ１回実施する。

オ　保護者ｱﾝｹｰﾄ「学校（担任）はﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末や電子黒板等の機器の活用に積極的である」70%以上。
　　［57%］

（２）
カ　進路学習会を１回開催する。［１回］


キ　保護者ｱﾝｹｰﾄ「将来に向けた適切な進路指導や支援が行われている」高等部90%以上。［90%］
卒業時、進路希望実現100%。［100%］
外部講師活用３回以上。
［４回］

ク　食育推進のため園芸で収穫した作物を給食で１回以上提供する。
［３回］
農業にかかる専門的なアドバイスを受ける機会を１回以上設ける。
［３回］
JA泉州（農業協同組合）との連携をはじめ、地域連携を図り、収穫した作物の販売活動を１回以上実施する。［１回］

ケ　小中学校・高等学校との交流を各学部年１回実施する。上下水道局や選挙管理委員会と連携した取組みも実施する。
	（１）
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	三、泉南地域の支援教育力の向上を推進する学校
	（１）
ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの維持・向上をめざし、人材育成を推進する。自立活動指導におけるｱｾｽﾒﾝﾄと授業づくりをｾｯﾄにした地域支援を行う。職場開拓、卒業後の職場定着など、泉南地域一体の進路指導体制の構築をめざす。

（２）
専門性の向上を図り、児童生徒との肯定的な関わり、困り感への共感と具体的な解決策を提案する。特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰやOJTを活用した校内の支援体制の充実を図り、授業力・指導力の向上を推し進める。
	（１）
ア　泉南地域の４つの支援学校の地域支援担当者代表者連絡会議（担当者会議）を開催し、ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑ維持・向上のために、地域と連携して支援教育をけん引する。


イ　地域の小学校や中学校の研修ﾆｰｽﾞ（支援が必要な子どもの進路指導の工夫・愛着障がいなど）に応じた研修講師や情報を発信する。



（２）
ウ　校内のﾒﾝﾀｰ制度（初任者、勤務４年未満の教員、10年経験教員の支援を一体化させた制度）に基づく支援内容の充実を図る。







エ　児童生徒との肯定的な関わり、教職員間の肯定的な関わりがさらに促進できるような環境づくりを進める。
	（１）
ア　担当者会議を各学期に１回開催する。令和８年度の地域支援の目標とその成果をまとめる。
　　［各学期１回］

イ　研修振り返りｱﾝｹｰﾄの肯定的回答95%以上。［100%］



（２）
ウ　教員ｱﾝｹｰﾄ「学校は、資質・専門性向上のための校内研修を推進し、OJTを踏まえた教員相互の授業を検討する機会をもち、教材や指導方法など授業力向上に取り組んでいる」90%以上。［88%］

エ　職員朝礼や職員会議で事例紹介などを通じて、肯定的な関わりを促す。
　　保護者ｱﾝｹｰﾄ「子どもは学校に行くことを楽しみにしている」90%以上。［88%］
	（１）
ア
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	四、労働安全衛生体制の充実を図る学校
	（１）
大阪府立学校の教育職員に関する業務管理・健康確保措置実施計画に基づき、働き方改革を推進する。
	（１）
ア　ICTを活用した業務の効率化、行事や会議の精選を検討し、学校運営の見直しを図る。


イ　ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸの値を前年度より改善する。



ウ　ゆとり週間・月間の徹底に取り組み年休取得を促進する。
	
ア　年間の時間外在校等時間が720時間を超える教育職員をｾﾞﾛにする。

イ　ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸの総合健康ﾘｽｸを109未満にする。［109］

ウ　年次有給休暇の年間平均取得日数を16日以上にする。
	
ア



イ



ウ




